
 

平成 15 年 3 月期    中間決算短信（連結）         平成 14 年 11月 28 日 

上 場 会 社 名        西濃運輸株式会社                           上場取引所  東証・名証第１部 
コ ー ド 番 号         ９０７６                                     本社所在都道府県  岐阜県 
（ＵＲＬ  http://www.seino.co.jp） 
代 表 者      代表取締役社長         田 口  義嘉壽 
問合せ先責任者 取締役経理部･財務 IR 部担当 丸 田  秀 実          ＴＥＬ(0584)82－5023 
決算取締役会開催日 平成 14 年 11 月 28 日 

米国会計基準採用の有無    無 

１．14年 9 月中間期の連結業績（平成14年 4 月 1 日～平成 14年 9月 30日） 
(1) 連結経営成績                                                     (単位 百万円未満切捨) 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
198,403   △ 3.0 
204,635     18.3 

百万円   ％ 
 3,204       － 
△  2,741       － 

百万円   ％ 
8,514    200.4 
2,834       － 

14 年 3 月期 418,835 3,543 14,058 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
7,067       － 

△     335       － 

円  銭 
40    45 
△   2    14 

円  銭 
33    00 
――― 

14 年 3 月期 16,474 99    59 78    11 
 (注)①持分法投資損益        14 年 9 月中間期     466 百万円  13 年 9 月中間期      46 百万円  14 年 3 月期  △ 224 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 14 年 9 月中間期 174,727,013 株  13 年 9 月中間期 156,921,984 株  14 年 3 月期 165,423,139 株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 
487,390 
547,574 

百万円 
232,200 
212,317 

％ 
47.6 
38.8 

円  銭 
1,328   87 
1,220   27 

14 年 3 月期 522,753 227,103 43.4 1,305   54 
(注)期末発行済株式数(連結)   14 年 9 月中間期 174,735,545 株  13 年 9 月中間期 173,993,059株  14 年 3 月期 173,953,458 株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 
9,706 
3,987 

百万円 
16,528 
3,079 

百万円 
△ 34,024 
△  8,640 

百万円 
42,365 
26,624 

14 年 3 月期 16,135 36,157 △ 30,283 50,218 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 46 社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数  6 社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結 (新規)  0 社 (除外) 2 社    持分法 (新規) 0 社 (除外) 0 社 

２．15年 3 月期の連結業績予想（平成14年 4 月 1 日～平成 15年 3月 31日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通  期 

百万円 

404,000 
百万円 

18,000 
百万円 

13,000 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）   74 円 40 銭 

  上記予想は発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な仮定を前提としていますので、実際

の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご

利用にあたっての注記事項等につきましては、添付資料の 5ページを参照してください。 

 



 

 
                               
               
              
 
 
 
                                                                                          
 
 
 
 
 
                            
                           
 
                                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                              
 
    

(注) ※1 は連結子会社を示しております。 (46 社) 

 ※2 は持分法適用関連会社を示しております。 ( 6 社) 

 上記以外の各社は関連会社であります。 (14 社) 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

  
 

 

 
 

 

得        意        先 

国  内  輸   送

西   濃   運   輸   ㈱ 

情  報  関  連
 

情報関連事業

自 動 車 販 売 物 品 販 売

※1 

※1 
※1 

※1 
※1 

※1 

※1 
※1 

※1 
※1 

※1 

※1 
※1 

※1 
※1 

※2 

※2 
※2 

※2 
※2 

※2 

岩 手 西 濃 運 輸 ㈱

宮 城 西 濃 運 輸 ㈱
関 東 西 濃 運 輸 ㈱

神 奈 川 西 濃 運 輸 ㈱
濃 飛 西 濃 運 輸 ㈱

東 海 西 濃 運 輸 ㈱

三 重 西 濃 運 輸 ㈱
沖 縄 西 濃 運 輸 ㈱

西 濃 通 運 ㈱
西濃エキスプレス㈱

西濃東京エキスプレス㈲

西濃北陸エキスプレス㈲
西濃 名 古 屋 エ キ ス プ レ ス㈲

西濃大阪エキスプレス㈲
セイノーＳＴサービス㈲

北 海 道 西 濃 運 輸 ㈱

埼 玉 西 濃 運 輸 ㈱
東 京 西 濃 運 輸 ㈱

日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱
四 国 西 濃 運 輸 ㈱

昭 和 西 濃 運 輸 ㈱

福 島 西 濃 運 輸 ㈱
三 河 西 濃 運 輸 ㈱

遠 州 西 濃 運 輸 ㈱
託 麻 西 濃 運 輸 ㈱

西濃神 奈 川 エ キ ス プ レ ス㈱

西濃 北 海 道 エ キ ス プ レ ス㈱
㈲セ イ ノ ー ロ ジ ス テ ィ ク ス 北 海 道

丹 後 西 濃 運 輸 ㈲
㈱ ロ ジ ウ ェ ル

 

物品販売事業

国 際 輸 送 そ の 他

セイノーロジックス㈱
 

Seino Europe GmbH  
 

Göritz Intransco International  
Speditionsgesellschaft m.b.H.  
 

SEINO AMERICA,INC. 
 

UNITED -S E I N O  T R A N S P O R T A T I ON 

(MALAYSIA)SDN.BHD. 
 

南通西濃運輸有限公司
 

SEINO TRANSPORTATION 

(THAILAND) CO.,LTD. 
 

SEINO MERCHANTS 

SINGAPORE PTE LTD 
 

ASAHI BANGKOK CO.,LTD.
 

西濃シェンカーロジスティクス㈱
 

西濃シェンカー㈱

※1 
 

※1 
 

※1 

 
※1 
 

※1 

 
※1 
 

※1 

 
 

※1 

 
 

 
 
 

 

 

輸 送 事 業

レ ン タ リ ー ス 旭 ㈱

㈱ 西 濃 総 業
㈱ 旭 エ ー ジ ェ ン シ ー

SEINO DO BRASIL 

ARMAZENS GERAIS LTDA. 
メディカルサポート㈱

ス イ ト タ ク シ ー ㈱
セイノーエンジニアリング㈱

セイノーファミリー㈱

旭トラベルサービス㈱
㈱セイノ ー ･ セ キ ュ リ テ ィ ー ･ サ ー ビ ス

ト ヨ タ ホ ー ム 岐 阜 ㈱
㈱ 旭 ク リ エ イ ト

㈱セイノーファイナンス

㈱ＮＴＴ安全保管センター
東 京 納 品 代 行 ㈱

 

(リース業) 

(物流コンサルタント業) 
(広告代理店業) 

(倉庫業) 

 
(医療産廃処理業) 

(タクシー業) 
(設備工事請負業) 

(保険代理店業) 

(旅行代理店業) 
(警備業) 

(住宅販売業) 
(印刷業) 

(金融業) 

(保管業) 
(納品代行業) 

 
 

 

※1 

※1 
※1 

※1 

 
※1 

※1 
※1 

※1 

※1 
※1 

※1 
※1 

※1 

 

その他の事業

 

[提出会社] 

※1 

※1 
※1 

※1 

※1 

ト ヨ タ カ ロ ー ラ 岐 阜㈱

岐 阜 日 野 自 動 車㈱
ネ ッ ツ ト ヨ タ 岐 阜㈱

ト ヨ タ ビ ス タ 岐 阜㈱

旭 エ ン タ ー プ ラ イ ズ㈱

集荷･配達 集荷･配達 集荷･配達 販売･ 

サ ー ビ ス 提 供 

販売･ 

サ ー ビ ス 提 供 

自動車 

販売･修理 
販売 

相互輸送 相互輸送 販売･ 

サ ー ビ ス 提 供 

販売･ 

サ ー ビ ス 提 供 

自動車 

販売･修理 

販売 

※1 

※1 
 

㈱セイノー情報サービス

日本物流開発㈱
 

㈱セイノー商事

西 濃 産 業 ㈱
㈱ジェ ー ム ス 岐 阜

 

※1 

※1 

※1 

当社の企業集団は、西濃運輸株式会社(当社)と、連結子会社 46 社、関連会社 20 社により構成されて

おり、主な事業内容は、輸送事業、物品販売事業、情報関連事業、その他の事業であります。 

また、企業集団を構成している各会社間の取引きの概要は以下の通りであります。 

企 業 集 団 の 状 況



経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

 当社は、路線トラック輸送のパイオニアとして、いつの時代にあっても輸送を通じて

日本の産業、経済の発展に貢献する物流企業を目指してまいりました。 

 今後も最高の物流品質を提供できる西濃運輸グループを形成し、国民生活の向上とと

もに「会社を発展させ、顧客、株主、取引先そして従業員の信頼と期待に応える」堅実

経営を基本方針として、国内商業物流のトップ企業を目指し、「輸送、情報、販売のユニ

ークカンパニーの連合体」の実現と発展に取り組んでまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 利益配分に関しましては、長期的視野に立って株主資本の充実と利益率の向上を図り

ながら、安定的な配当を維持することを基本方針としております。内部留保資金は、西

濃運輸グループ共通の経営基盤の整備と強化を図り、輸送効率を高めるため、トラック

ターミナル・流通拠点の更新、増強、情報技術関連投資などの資金需要に充当するとと

もに、企業体質の充実強化および将来の事業展開に備えます。 

 

３．中期的な経営戦略および対処すべき課題 

  西濃運輸グループは、創業以来、事業の中心を商業貨物においてきましたが、今後は

特に国内市場における商業小口貨物の輸送をグループ全体のコア事業と位置づけ、これ

に経営資源を集中してまいります。 

  そのため、グループ会社を機能別に再編し、一層の国内ネットワークの整備・充実を

図ることによって、均質の輸送サービスの提供と輸送情報管理の一元化を行います。 

  また事業の性格の異なる国際フォワーディング、通関、引越の各事業については、専

業として独立・特化させるなど、他の物流関連有力企業との提携を図ることにより、当

社の不足あるいは不十分な機能を補完する「物流プラットフォーム」を構築して顧客の

あらゆるニーズに応えるワンストップ・サービス体制を確立し、収益の拡大に努めます。 

  具体的には、2002 年度を初年度とする新3 ヵ年中期経営計画「商業小口貨物 No.1 計画」

をスタートさせ、西濃運輸グループにとって最も収益性が高く、かつ市場性のある商業

小口混載貨物のシェア拡大を図ってまいります。小口集配戦力の増強、拠点間運行部門

の効率化を促進して集配送の時間短縮と精度を高め、近距離、中規模出荷顧客層の新規

獲得、拡大を推進します。内外を問わず、他企業との戦略的提携を推進し、最先端情報

システムを装備してサプライチェーンマネージメント、サードパーティ・ロジスティク

スへの対応を図り、企業物流の一括元請の受注拡大にも努めます。また、事業部門の収

益を明確にし、組織の活性化を図るとともにグループ企業の経営効率を高め、利益体質

の確立と株主重視経営の推進に努めます。 

 

４．経営管理組織の整備に関する施策 

 経営管理組織につきましては、取締役会、役員連絡会において重要事項の意思決定を



迅速、的確に行っております。また、監査役につきましては、取締役会、役員連絡会、

その他の重要な会議に出席するほか、業務執行の適法性に関して監査を行うなど、コン

プライアンスと社会的信頼性の向上に努めております。 

 

経営成績と財政状態 

１．経営成績 

(1)当中間期の概況 

  当上半期におけるわが国経済は、在庫調整の進展や米国、アジア諸国向け輸出の増加

から生産活動が持ち直し、下げ止まりの兆しが見られましたものの、個人消費は伸び悩

み、設備投資も減少基調をたどるなど内需が停滞し、景気回復力は依然として脆弱なま

ま推移いたしました。 

 貨物自動車運送業界におきましては、貨物量の低迷に合わせて物流コスト削減にかか

る運賃値下げ要請は依然として強く、安全管理、環境保全対策問題などもコスト増加要

因となり、厳しい経営環境が続きました。 

 このような状況のもと、西濃運輸グループは収益力の回復、改善を図るため、グルー

プを挙げて経営の合理化によるコスト削減に取組むとともに、収益性の高い商業小口混

載貨物のシェア拡大を基軸とした新 3 ヵ年計画「商業小口貨物 No.１計画」を策定し、事

業の中心を商業小口貨物の輸送に置いて営業を展開してまいりました。 

 すなわち、同一経済圏(200ｋｍ以内)の貨物獲得推進による物量確保と遠距離貨物の運

賃是正および重量の是正による適正運賃の収受を柱とする収入確保に加えて、スピード

と効率性の高い運行オペレーションの確立による幹線輸送の合理化で人件費、用車料な

どのコスト削減を図りました。 

 一方、国際輸送事業に関しましては、4 月 1 日付けでスティネス社(本社：ドイツ ミ

ュルハイムアンダルール市)との合弁で西濃シェンカー(株)(本社：東京)を設立し、当社

の国際フォワーディング事業を営業譲渡したうえで、シェンカー社(本社：ドイツ エッ

セン市)との戦略的業務提携を強化し、同事業の充実を図りました。 

 この結果、当中間期の売上高は 1,984 億 3 百万円(前年同期比 3.0%減)、経常利益は 85

億 14 百万円(前年同期比 200.4%増)となりました。また、中間純利益はセイノーグループ

厚生年金基金の解散に伴う特別利益の計上もあって 70 億 67 百万円となりました。 

 

当中間期のセグメント別の状況は以下のとおりです。 

①輸送事業におきましては、国際フォワーディング事業の営業譲渡、一部海外子会社の

事業休止などもあって、売上高は 1,454 億 48 百万円(前年同期比 2.7%減)となり、営業

利益は 17 億 22 百万円となりました。 

②物品販売事業におきましては、主に自動車販売の減少により、売上高は 441 億 51 百万

円(前年同期比2.6%減)、営業利益は8億60百万円(前年同期比20.8%減)となりました。 

③情報関連事業におきましては、売上高は 29 億 9 百万円(前年同期比 13.8%増)、営業損

失は 2 億 32 百万円となりました。 



④その他の事業におきましては、売上高は 58 億 94 百万円(前年同期比 18.8%減)、営業利

益は 9 億 85 百万円(前年同期比 25.6%増)となりました。 

 

(2)通期の見通し 

 わが国経済の今後の見通しは、輸出や生産の増加が下支えとなり、景気回復に向かう

ことが期待されるものの、不良債権の処理加速によるデフレ圧力の高まりや米国経済の

減速、株式市場の低迷など懸念材料も多く、景気は底ばい状態が続き、依然として厳し

い経済環境が続くものと予想されます。 

 貨物自動車運送業界におきましても、生産拠点の海外移転や流通機構の一段の合理化

による貨物輸送量の減少は構造的事象となり、事業者間競争の激化、環境配慮、安全輸

送への取組み強化など厳しい経営環境が続くものと思われます。 

 こうした経済状況のもと、西濃運輸グループといたしましては経営方針で述べた基本

方針ならびに中期経営戦略を着実に実行し、引き続き経営効率の向上と利益体質の確立

に努めてまいります。すなわち、当社は、事業の柱を「国内市場における商業小口貨物

輸送に集約する」という基本戦略の一環として、本年４月 1 日の国際フォワーディング

事業の西濃シェンカー(株)への集約に続き、さらに本年１０月 1 日には通関事業部門の

会社分割によりセイノー通関(株)(本社：東京)を設立いたしました。これにより、国際

フォワーディング専門会社「西濃シェンカー」と通関専門会社「セイノー通関」を国際

輸送事業の両輪として機能させることによる相乗効果で競争力の向上を図ります。 

 通期の業績は、売上高 4,040 億円（前期比 3.5％減）、経常利益 180 億円（前期比 28.0  

％増）、当期純利益 130 億円（21.1％減）を予定しております。 

 

２．財政状態 

  当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年中間期に比べ

157 億 41 百万円増加し、423 億 65 百万円となりました。 

   (1)営業活動によるキャッシュ・フロー 

        営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前中間純利益が大きく改善したこと

から、前年中間期に比べ 57 億 18 百万円増加し、97億 6 百万円となりました。 

  (2)投資活動によるキャッシュ・フロー 

      投資活動の結果得られた資金は、投資有価証券の売却及び償還による収入が大幅

に増加した一方、投資有価証券の取得による支出が減少したことから、前年中間期

に比べ 134 億 49 百万円増加し、165億 28 百万円となりました。 

  (3)財務活動によるキャッシュ・フロー 

         財務活動の結果使用した資金は、短期借入の返済により前年中間期に比べ 253 億

83 百万円増加し、340 億 24 百万円となりました。 

 



中間連結貸借対照表 

（単位  百万円） 

当 中 間 期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前     期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前 期 比 

   増   減（△） 

前 年 中 間 期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 
 

科        目 

 
金  額 

構成 

比率 
金  額 

構成 

比率 
金  額 伸長率 金  額 

構成 

比率 

( 資 産 の 部 ) 

流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金         

   受 取 手 形         

   営業未収金及び売掛金 

   有 価 証 券         

   た な 卸 資 産         

   繰 延 税 金 資 産         

   その他流動資産         

   貸 倒 引 当 金         

固 定 資 産 

 有形固定資産 

   建物及び構築物         

   機械装置及び車両運搬具 

   土 地         

   建 設 仮 勘 定         

   その他の有形固定資産 

 無形固定資産 

   その他の無形固定資産 

 投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券         

   長 期 貸 付 金         

   繰 延 税 金 資 産         

   再評価に係る繰延税金資産 

   その他の投資・その他の資産 

   貸 倒 引 当 金         

繰 延 資 産 

   開 業 費         

 

149,213 

51,636 

10,270 

56,906 

8,082 

6,685 

5,328 

11,962 

△   1,659 

338,173 

238,627 

85,861 

16,958 

133,989 

481 

1,336 

3,731 

3,731 

95,814 

75,617 

2,814 

7,036 

89 

12,107 

△   1,852 

3 

3 

％ 

30.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.4 

49.0 

 

 

 

 

 

0.8 

 

19.6 

 

 

 

 

 

 

0.0 

 

 

167,395 

58,842 

14,201 

59,847 

11,160 

6,927 

5,516 

12,713 

△   1,812 

355,350 

236,051 

84,035 

16,386 

133,179 

1,106 

1,342 

3,851 

3,851 

115,447 

95,015 

3,003 

6,869 

89 

12,420 

△   1,951 

7 

7 

％ 

32.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.0 

45.2 

 

 

 

 

 

0.7 

 

22.1 

 

 

 

 

 

 

0.0 

 

 

△ 18,182 

△  7,206 

△  3,931 

△  2,941 

△  3,078 

△    242 

△    188 

△    751 

153 

△ 17,177 

2,576 

1,826 

572 

810 

△    625 

△      6 

△    120 

△    120 

△ 19,633 

△ 19,398 

△    189 

167 

－ 

△    313 

99 

△      4 

△      4 

％ 

△10.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 4.8 

1.1 

 

 

 

 

 

△ 3.1 

 

△17.0 

 

 

 

 

 

 

△50.0 

 

 

145,260 

36,269 

12,837 

57,972 

16,542 

6,990 

2,827 

13,312 

△   1,491 

402,302 

238,999 

85,833 

18,054 

131,899 

771 

2,440 

3,759 

3,759 

159,543 

131,823 

2,990 

14,097 

－ 

12,628 

△   1,996 

11 

11 

％ 

26.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.5 

43.7 

 

 

 

 

 

0.7 

 

29.1 

 

 

 

 

 

 

0.0 

 

資  産  合  計 487,390 100.0 522,753 100.0 △ 35,363 △ 6.8 547,574 100.0 

 



 

 

（単位  百万円） 

当 中 間 期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前     期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前 期 比 

   増   減（△） 

前 年 中 間 期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 
 

科        目 

 
金  額 

構成 

比率 
金  額 

構成 

比率 
金  額 伸長率 金  額 

構成 

比率 

( 負 債 の 部 ) 

流 動 負 債 

   支 払 手 形         

   営業未払金及び買掛金 

   短 期 借 入 金         

   一年内償還予定転換社債 

   未 払 金         

   未 払 費 用         

   未 払 法 人 税 等         

   未 払 消 費 税 等         

   その他の流動負債 

固 定 負 債 

   転 換 社 債         

   長 期 借 入 金         

   繰 延 税 金 負 債         

   退職給付引当金         

   役員退職慰労引当金 

   連 結 調 整 勘 定         

   その他の固定負債 

 

93,366 

7,752 

24,236 

16,693 

－ 

12,109 

13,197 

2,583 

2,458 

14,335 

127,983 

56,700 

9,904 

2,217 

34,850 

713 

23,305 

291 

％ 

19.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

129,116 

8,063 

31,298 

47,715 

－ 

12,034 

11,408 

2,792 

2,505 

13,299 

132,851 

56,801 

10,937 

2,076 

35,262 

753 

26,592 

427 

％ 

24.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.4 

 

 

 

 

△ 35,750 

△    311 

△  7,062 

△ 31,022 

－ 

75 

1,789 

△    209 

△     47 

  1,036 

△  4,868 

△    101 

△  1,033 

141 

△    412 

△     40 

△  3,287 

△    136 

％ 

△27.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 3.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

136,115 

7,664 

26,896 

54,829 

9,742 

5,716 

14,247 

1,904 

2,437 

12,678 

164,936 

59,232 

12,619 

1,834 

57,816 

662 

29,926 

2,846 

％ 

24.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.1 

 

 

負  債  合  計 221,350 45.4 261,968 50.1 △ 40,618 △15.5 301,052 55.0 

( 少数株主持分 ) 

少 数 株 主 持 分          

 

33,840 

 

7.0 

 

33,681 

 

6.5 

          

      159 

 

0.5 

 

34,204 

 

6.2 

( 資 本 の 部 ) 

資 本 金          

資 本 剰 余 金          

利 益 剰 余 金          

土地再評価差額金          

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定          

自 己 株 式          

 

32,470 

54,875 

145,242 

△     425 

1,527 

△     701  

△     788 

 

6.7 

11.2 

29.8 

△0.1 

0.3 

△0.1 

△0.2 

 

32,470 

54,875 

140,168 

△     425 

1,478 

△     654 

△     810 

 

6.2 

10.5 

26.8 

△ 0.1 

0.3 

△ 0.1 

△ 0.2 

 

－ 

0 

5,074 

－ 

49 

△     47 

22 

 

－ 

0.0 

3.6 

－ 

3.3 

－ 

－ 

 

32,470 

54,875 

123,359 

－ 

3,096 

△     696 

△     787 

 

5.9 

10.0 

22.5 

－ 

0.6 

△ 0.1 

△ 0.1 

資  本  合  計 232,200 47.6 227,103 43.4 5,097 2.2 212,317 38.8 

負債、少数株主持分及び資本合計 487,390 100.0 522,753 100.0 △ 35,363 △ 6.8 547,574 100.0 

 



 

中間連結損益計算書 

（単位  百万円） 

当 中 間 期 

 平成 14 年 4 月 1 日から 

 平成 14 年 9 月 30 日まで 

前 年 中 間 期 

 平成 13 年 4 月 1 日から 

 平成 13 年 9 月 30 日まで 

前年中間期比 

   増   減（△） 

前    期 

 平成 13 年 4 月 1 日から 

 平成 14 年 3 月 31 日まで 

 

科        目 

 

金  額 比率 金  額 比率 金  額 伸長率 金  額 比率 

 

売 上 高         

売 上 原 価         

売 上 総 利 益         

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益         

 

営 業 外 収 益         

  受取利息及び配当金 

  連結調整勘定償却額 

  持分法投資利益         

  そ の 他 収 益         

営 業 外 費 用         

  支 払 利 息         

  持分法投資損失         

  そ の 他 費 用         

経 常 利 益         

 

特 別 利 益         

  固定資産売却益         

  退職給付引当金取崩益 

  投資有価証券売却益 

  その他特別利益 

特 別 損 失         

  固定資産処分損         

  投資有価証券償却損 

  その他特別損失         

 

税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額          

少 数 株 主 利 益          

中間(当期)純利益          

 

198,403 

180,256 

18,146 

14,941 

3,204 

 

5,954 

1,489 

3,459 

466 

539 

645 

473 

－ 

171 

8,514 

 

2,579 

989 

1,542 

－ 

48 

546 

290 

－ 

256 

 

10,547 

2,777 

181 

521 

7,067 

％ 

100.0 

 

9.1 

 

1.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 

 

 

 

3.6 

 

204,635 

190,888 

13,746 

16,488 

△   2,741 

 

6,322 

2,267 

3,235 

46 

771 

746 

643 

－ 

103 

2,834 

 

720 

662 

－ 

58 

－ 

3,649 

151 

3,129 

367 

 

△      94 

2,467 

△   3,052 

825 

△     335 

％ 

100.0 

 

6.7 

 

△ 1.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 0.0 

 

 

 

△ 0.2 

 

△  6,232 

△ 10,632 

4,400 

△  1,547 

5,945 

 

△    368 

△    778 

224 

420 

△    232 

△    101 

△    170 

－ 

68 

5,680 

 

1,859 

327 

1,542 

△     58 

48 

△  3,103 

139 

△  3,129 

△    111 

 

10,641 

310 

3,233 

△    304 

7,402 

％ 

△ 3.0 

 

32.0 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

    － 

 

418,835 

382,637 

36,198 

32,655 

3,543 

 

12,353 

4,249 

6,435 

－ 

1,668 

1,837 

1,257 

224 

356 

14,058 

 

20,185 

994 

18,895 

295 

－ 

9,208 

3,658 

3,129 

2,420 

 

25,035 

5,686 

2,108 

766 

16,474 

％ 

100.0 

 

8.6 

 

0.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.0 

 

 

 

3.9 

 

( ( ( ) ) ) 



 

中間連結剰余金計算書 

（単位  百万円） 

 

科        目 

 

当 中 間 期 

平成 14 年 4 月 1 日から 

平成 14 年 9 月 30 日まで 

前 年 中 間 期 

平成 13 年 4 月 1 日から 

平成 13 年 9 月 30 日まで 

前       期 

平成 13 年 4 月 1 日から 

平成 14 年 3 月 31 日まで 

 （資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高            

資 本 剰 余 金 増 加 高            

資 本 剰 余 金 減 少 高            

資本剰余金中間期末(期末)残高 

 

 （利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高            

利 益 剰 余 金 増 加 高            

  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益               

  新規連結による剰余金増加額               

利 益 剰 余 金 減 少 高            

  配 当 金               

  役 員 賞 与               

  新規連結に伴う未実現利益の消去による期首剰余金減少額 

利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

54,875 

0 

－ 

54,875 

 

 

140,168 

7,067 

7,067 

－ 

1,994 

1,931 

62 

－ 

145,242 

 

43,321 

11,554 

－ 

54,875 

 

 

125,435 

△     289 

△     335 

45 

1,786 

1,668 

49 

68 

123,359 

 

43,321 

11,554 

－ 

54,875 

 

 

125,435 

16,519 

16,474 

45 

1,786 

1,668 

49 

68 

140,168 

 

( ( ) ) ( ) 



（単位  百万円）

科                目

Ⅰ営業活動によるキャッシュ･フロー
    税金等調整前中間(当期)純利益 10,547 △ 94 25,035
    減価償却費 5,462 6,201 12,365
    連結調整勘定償却額 △ 3,459 △ 3,235 △ 6,435
    貸倒引当金の増減額 △ 226 212 631
    退職給付引当金の増減額 △ 412 2,211 △ 20,344
    受取利息及び受取配当金 △ 1,489 △ 2,267 △ 4,249
    支払利息 473 643 1,257
    持分法による投資利益 △ 466 △ 46 224
    有形固定資産除売却損益 △ 698 △ 510 2,663
    投資有価証券等評価損及び償却損 136 3,170 3,802
    投資有価証券売却損益 △ 3 △ 58 604
    売上債権の減少額 6,462 3,980 6,573
    たな卸資産の増減額 194 △ 302 △ 297
    仕入債務の減少額 △ 7,045 △ 4,040 △ 4,529
    その他 1,809 522 1,620
　　    小計 11,284 6,384 18,923
    利息及び配当金の受取額 1,666 2,343 4,556
    利息の支払額 △ 258 △ 246 △ 1,221
    法人税等の支払額 △ 2,986 △ 4,493 △ 6,123
        営業活動によるキャッシュ･フロー 9,706 3,987 16,135
Ⅱ投資活動によるキャッシュ･フロー
    定期預金の預入による支出 △ 11,300 △ 8,583 △ 15,732
    定期預金の払戻による収入 10,720 14,613 22,831
    有価証券の償還等による収入 6,809 4,378 13,200
    有形・無形固定資産の取得による支出 △ 6,992 △ 7,996 △ 15,727
    有形・無形固定資産の売却による収入 1,250 2,293 2,361
    投資有価証券の取得による支出 △ 2,910 △ 9,353 △ 10,236
    投資有価証券の売却等による収入 18,426 7,694 38,629
       連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による現金及び現金同等物の純減少額 △ 204 － －
    その他の投資の増加額 － △ 165 △ 569
    貸付けによる支出 △ 273 △ 10,447 △ 13,397
    貸付金の回収による収入 892 10,163 13,995
　　その他 110 481 803
        投資活動によるキャッシュ･フロー 16,528 3,079 36,157
Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー
    短期借入れの増減額 △ 29,610 △ 10,660 △ 18,928
    長期借入れによる収入 165 7,433 8,434
    長期借入金の返済による支出 △ 2,483 △ 3,753 △ 5,712
    社債の償還による支出 △ 101 － △ 12,194
    自己株式の増減額 △ 2 140 △ 37
    配当金の支払額 △ 1,931 △ 1,668 △ 1,668
    少数株主への配当金の支払額 △ 59 △ 131 △ 175
        財務活動によるキャッシュ･フロー △ 34,024 △ 8,640 △ 30,283
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 63 22 34
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 △ 7,852 △ 1,550 22,043
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 50,218 13,043 13,043
Ⅶ連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 15,130 15,130
Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 42,365 26,624 50,218

中間連結キャッシュ・フロー計算書

前       期
平成13年4月 1日から

平成14年3月31日まで

当 中 間 期
平成14年4月 1日から

平成14年9月30日まで

前年中間期
平成13年4月 1日から

平成13年9月30日まで



中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 

１．連結範囲に関する事項 

      連結子会社  関東西濃運輸㈱、濃飛西濃運輸㈱、東海西濃運輸㈱、三重西濃運輸㈱、 

                  西濃通運㈱、西濃エキスプレス㈱、岐阜日野自動車㈱、トヨタカローラ岐阜㈱、 

                  ㈱セイノー商事、㈱セイノー情報サービス、レンタリース旭㈱他合計４６社 

        （除外）  旭ハイランド㈱、SEINO AIR GOAL TRANSPORTATION CO.,LTD. 

   非連結子会社       ０社 

 

２．持分法の適用に関する事項 

      持分法適用関連会社  北海道西濃運輸㈱、埼玉西濃運輸㈱、東京西濃運輸㈱、 

                          日ノ丸西濃運輸㈱、四国西濃運輸㈱、昭和西濃運輸㈱の合計 6 社 

        持分法を適用していない関連会社１４社の持分に見合う中間純利益、利益剰余金等は少額であ

り、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

      連結子会社のうち在外連結子会社 8 社の中間決算日は6 月 30 日であります。 

      なお、中間連結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整をすることとし

ております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

    (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

         有価証券    満期保有目的債券    償却原価法 

                     その他有価証券 

                         時価のあるもの    中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

                         時価のないもの    移動平均法に基づく原価法 

    (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

         建物                   連結財務諸表提出会社……定額法 

                                連結子会社……既存の建物は定率法とし、平成 10 年 4 月 1 日以降

取得の建物は定額法  

         車両運搬具             連結財務諸表提出会社……定額法 

                                連結子会社……定率法（一部の連結子会社は定額法） 

         その他の有形固定資産   定率法 

         無形固定資産           定額法 

                                  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法 

         長期前払費用      一部の連結子会社では、均等償却 

    (3)繰延資産の処理方法 

         一部の連結子会社では、開業費を 5 年間で均等償却しております。 

 



 

    (4)重要な引当金の計上基準 

        貸倒引当金 

            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

        退職給付引当金 

            従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期において発生していると認められる金額を計上しております。数理計算上の

差異については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主に１０年）による定

額法により、発生年度の翌期より費用処理いたします。なお、一部の連結子会社の会計基準

変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。 

        役員退職慰労引当金 

            一部の連結子会社において、役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に

関する内規に基づく当中間期末要支給額を計上しております。 

    (5)リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    (6)ヘッジ会計の方法 

         繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用しております。 

    (7)消費税等の会計処理 

         消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

        連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引

き出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

［追加情報］ 

 

自己株式及び法定準備金取崩等会計の適用 

  当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。この変更に伴う損益に与える影響は、軽微であります。また、中間連結財務諸表規

則の改正により当中間期における中間連結貸借対照表の資本の部及び中間連結剰余金計算書につい

ては、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。なお、前年中間期及び前期について

も同様の表示区分に組替えております。 

 

 



 

セイノーグループ厚生年金基金制度の廃止について 

    セイノーグループ厚生年金基金は、平成 14年 4月 23 日付で厚生労働大臣より解散を認可されてお

ります。この結果、セイノーグループ厚生年金基金が解散しなかった場合に比べ、退職給付費用が 745

百万円減少し、営業利益は 745 百万円、経常利益は 1,308 百万円、税金等調整前中間純利益は 2,851

百万円それぞれ増加しております。 

 

 

中間連結貸借対照表に関する注記 

                            （当中間期）     （前    期）     （前年中間期） 

１．有形固定資産の減価償却累計額        165,551 百万円    164,326 百万円    163,820 百万円 

２．担保に供している資産及びその対応債務 

               建 物 、 土 地                    1,821 百万円      2,315 百万円      2,144 百万円 

               そ の 他                       42 百万円        717 百万円       799 百万円 

                     計                   1,863 百万円      3,033 百万円      2,944 百万円 

               短 期 借 入 金                      467 百万円        390 百万円      1,120 百万円 

               長 期 借 入 金                      336 百万円      1,182 百万円       928 百万円 

                     計                     803 百万円      1,572 百万円      2,049 百万円 

３．裏書譲渡手形                          6,242 百万円      4,407 百万円      4,121 百万円 

割引手形                                770 百万円        967 百万円        824 百万円 

保証債務                                451 百万円        490 百万円        482 百万円 



セグメント情報 
１．事業の種類別セグメント情報 

   （単位  百万円） 

当  中  間  期 （平成 14 年 4 月 1 日から平成 14 年 9 月 30 日まで）  
輸送事業  物品販売事業 情報関連事業 その他の事業 計 消去又は全社 連  結 

 売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

145,448 

882 

 

44,151 

13,008 

 

2,909 

2,510 

 

5,894 

8,033 

 

198,403 

24,434 

 

－ 

( 24,434) 

 

198,403 

－ 

          計 146,330 57,160 5,419 13,927 222,838 ( 24,434) 198,403 

    営 業 費 用        144,608 56,299 5,651 12,941 219,502 ( 24,303) 195,198 

    営 業 利 益        1,722 860 △   232 985 3,336 (    131) 3,204 

（単位  百万円） 

前 年 中 間 期 （平成 13 年 4 月 1 日から平成 13 年 9 月 30 日まで）  
輸送事業  物品販売事業 情報関連事業 その他の事業 計 消去又は全社 連  結 

 売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

149,497 

673 

 

45,326 

12,047 

 

2,556 

2,517 

 

7,255 

5,399 

 

204,635 

20,637 

 

－ 

( 20,637) 

 

204,635 

－ 

          計 150,170 57,373 5,073 12,654 225,273 ( 20,637) 204,635 

    営 業 費 用        154,485 56,286 5,388 11,870 228,031 ( 20,654) 207,376 

    営 業 利 益        △  4,314 1,086 △   315 784 △  2,758      16 △  2,741 

（単位  百万円） 

前          期 （平成 13 年 4 月 1 日から平成 14 年 3 月 31 日まで）  
輸送事業  物品販売事業 情報関連事業 その他の事業 計 消去又は全社 連  結 

 売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

306,003 

1,592 

 

92,667 

24,259 

 

5,224 

5,618 

 

14,940 

12,442 

 

418,835 

43,912 

 

－ 

( 43,912) 

 

418,835 

－ 

          計 307,595 116,926 10,843 27,383 462,748 ( 43,912) 418,835 

    営 業 費 用        308,460 114,122 11,028 25,691 459,302 ( 44,010) 415,292 

    営 業 利 益        △  864 2,803 △  185 1,692 3,445 97 3,543 

 (注)１．事業区分の方法：輸送事業、物品販売事業、情報関連事業、その他の事業の 4 区分としております。 

    ２．各事業区分の主要商品 

事 業 区 分 主   要   商   品   等 

輸 送 事 業 
カンガルー特急便、カンガルー宅配便、カンガルー引越便、カンガルー航空便、 
カンガルー海上便、カンガルーミニ便、カンガルースーパー１０、 
カンガルースーパーL、カンガルーチルド便 

物品販売事業 車両、部品、燃料等の販売 

情報関連事業 
ソフトウェアの開発、付加価値データ通信(ＶＡＮ）サービスの提供、 
ＯＡ機器等の販売 

その他の事業 
産業工作機械、車両、電子機器等のリース、広告代理店業、警備業、旅行代理店業、

設備工事請負業、タクシー業、不動産賃貸業、物流に関するコンサルタント業務等 

    ３．当中間期、前年中間期及び前期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業

費用はありません。 

２．所在地別セグメント情報   全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が 90％を超えているため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

３．海外売上高             海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、その記載を省略しております。 

 



リース取引 
 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借手側 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

                                           （当中間期）     （前    期）     （前年中間期） 
         取 得 価 額 相 当 額                         11,451 百万円     13,567 百万円     13,339 百万円 

        減価償却累計額相当額                 6,569 百万円      8,697 百万円      7,385 百万円 

         中間期末残高相当額                 4,881 百万円      4,869 百万円      5,953 百万円 

    (2)未経過リース料中間期末残高相当額  

                  １ 年 内                  1,934 百万円      1,965 百万円      2,343 百万円 

                  １ 年 超                  2,947 百万円      2,904 百万円      3,610 百万円 

                  合    計                  4,881 百万円      4,869 百万円      5,953 百万円 

  なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3)当中間期の支払リース料（減価償却費相当額） 

                                           （当中間期）     （前    期）     （前年中間期） 
                                            1,109 百万円      2,325 百万円      1,393 百万円 

    (4)減価償却費相当額の算定方法 

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

２．貸手側 

    (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高 

                                            （当中間期）     （前    期）     （前年中間期） 
             取 得 価 額                         654 百万円        646 百万円        621 百万円 

            減価償却累計額                  429 百万円        434 百万円        414 百万円 

             中間期末残高                         225 百万円        212 百万円        206 百万円 

    (2)未経過リース料中間期末残高相当額  

                  １ 年 内                   159 百万円        156 百万円        153 百万円 

                  １ 年 超                   228 百万円        214 百万円        208 百万円 

                  合    計                   387 百万円        371 百万円        361 百万円 

        なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が営業債権の中間

期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しております。 

  (3)当中間期の受取リース料、減価償却費 

             受取リース料                          91 百万円        179 百万円         91 百万円 

             減 価 償 却 費                           40 百万円         84 百万円         40 百万円 

 

  ３．転貸リース取引 

(1)未経過支払リース料中間期末残高 

                                           （当中間期）     （前    期）     （前年中間期） 
                  １ 年 内                  3,246 百万円      3,608 百万円      4,076 百万円 

                  １ 年 超                  5,172 百万円      5,618 百万円      6,386 百万円 

                  合    計                  8,418 百万円      9,226 百万円     10,463 百万円 

    (2)未経過受取リース料中間期末残高 

                  １ 年 内                  3,470 百万円      3,843 百万円      4,341 百万円 

                  １ 年 超                  5,506 百万円      6,018 百万円      6,843 百万円 

                  合    計                  8,977 百万円      9,861 百万円     11,185 百万円 



 

有価証券 

 

１．時価のある有価証券 

                                                                                 （単位  百万円） 

区    分 当中間期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前    期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前年中間期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

(１)満期保有目的の債券 中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

連結貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

 ①国債･地方債等 

 ②社債 

1,000 

3,881 

1,084 

4,364 

84 

482 

1,000 

4,470 

1,094 

4,946 

94 

475 

1,000 

4,570 

1,105 

5,104 

105 

533 

計 4,881 5,448 567 5,470 6,041 570 5,570 6,210 639 

(２)その他有価証券 
取得原価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借対照表

計上額 
差 額 取得原価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額 

 ①株式 

 ②債券 

    国債･地方債等 

    社債 

 ③その他 

6,778 

 

1,474 

42,943 

876 

10,820 

 

1,510 

42,075 

786 

4,042 

 

35 

△ 868 

△  90 

5,415 

 

601 

48,944 

1,202 

10,376 

 

606 

47,257 

1,122 

4,960 

 

4 

△1,687 

△  80 

5,307 

 

601 

75,401 

1,706 

9,625 

 

604 

77,078 

1,448 

4,318 

 

3 

1,677 

△ 258 

計 52,073 55,193 3,119 56,163 59,361 3,197 83,016 88,756 5,740 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                                                                （単位  百万円） 

区    分 
当 中 間 期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在） 

前      期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在） 

前年中間期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在） 

(１)満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

  ①非上場外国債 

  ②公募債以外の内国非上場債券 

18,920 

99 

37,408 

99 

49,696 

99 

計 19,020 37,507 49,795 

(２)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

  ①非上場株式(店頭売買株式を除く) 

  ②ＭＭＦ 

  ③中期国債ファンド 

1,068 

－ 

15 

982 

－ 

15 

965 

559 

252 

計 1,083 997 1,777 

 

 

デリバティブ取引 

 

     ヘッジ会計を適用しているものを除いては、該当事項はありません。 

 


